
ま　え　が　き

　コンクリート構造物は，わが国の経済活動，一般市民の快適な生活環境を支える重要な社会基盤
施設である。1950 年代半ばから始まった高度経済成長によって，公共工事が急増し，これまでに
膨大な数のコンクリート構造物が構築され，いまでもほとんどのものが供用され続けている。コン
クリート構造物を安全に供用するためには，想定される作用荷重に対して十分な耐力を有するよう
に，また鉄筋ならびにコンクリート等材料の劣化を生じさせないように，形状・寸法，配筋，材料
強度などを適切に設定し，耐久性を確保する必要がある。
　「設計」という用語は，本来，構造物の要求性能の設定から構造計画（構造形式，施工方法な
ど），構造詳細の設定（断面形状，材料，配筋など），性能照査までの一連の工程を意味するが，現
在では，設計を構造詳細の設定における断面形状の決定と構造計算ととらえるきらいがある。ただ
し，この狭義の「設計」を考えた場合にも，その能力は一朝一夕に身につくものではない。大学で
基礎的理論・作図手法を学び，社会に出て先輩たちからさらなる実践的な能力を伝授され，一歩一
歩，一人前の技術者に育っていくというストーリーが延々と続いてきたはずである。しかしなが
ら，設計業務の効率化・分業化の推進に伴い，全体を理解して業務を遂行できる技術者が減少して
いることも事実である。
　大学では，土木系の学科・コースがカバーすべき学問領域の拡大により，選択科目の増加や履修
方法の多様化が進み，コンクリート構造に関する設計・製図の授業を履修しない学生も増えてい
る。コンクリート構造に関する力学理論を学習しただけで，実社会での適用を垣間見ることなく学
生生活を終えることも珍しくない状況になってきた。これでは，公園の小型ボートで大海原に船出
するようなものである。昔であれば，社会人となって仕事を始めるときに上司や先輩と組んで設
計・施工を行っていたので，OJT（on the job training）と呼ばれる業務を通じての教育により，手
戻りしながらも，それぞれの設計のポイントを学び，成長してきた。ところが，近年では，厳しい
受注競争や人員削減の影響で，必ずしも十分な OJTを行う余裕が企業にないようである。その結
果，経験の浅い若手技術者に業務を任せる場面が増えることとなり，また上司のチェックも中途半
端で，単純な設計・施工のミスの増加につながっていると考えられる。
　本書では，社会人となって間もない若手技術者ならびに大学でコンクリート構造物の設計を学ぶ
学生がこの本を通して設計・製図のポイントを学べる，または復習できるように配慮している。す
なわち，代表的な土木構造物（鉄筋コンクリート橋，擁壁，ボックスカルバート）を例題として，
これまで習得してきたコンクリート構造に関する基礎知識をもとに，設計・製図の手順や注意すべ
きポイントを説明している。
　本書が，これまであいまいに理解していた設計手順の見直し，正しい設計・製図のポイントを理
解する手助けになれば幸いである。

　2014 年 9 月

 宇治　公隆
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　本章は，現在，わが国で用いられている代表的な 3種類の設計法（許容応力度設計法，
終局強度設計法，および限界状態設計法）の特徴を整理し，2章以降で習得する各種構造
物の設計例や作図上の決まりを理解するための前段として，設計法の基本的考え方，およ
び準拠すべき数値等を記載している。また，構造物を管理・運営する諸機関において採用
する設計法は相違しており，それらの概要を述べている。
　昭和の初期に許容応力度設計法を基本に土木学会コンクリート示方書が制定された。制
定時に確立された手計算が基本で容易に計算できることが求められた設計法から，電算機
により合理的かつ高精度に計算・解析できる設計法へと移行した時代の変化，さらには 3
種類の設計法それぞれにおける安全率の考慮の仕方について記載している。コンクリート
および鋼材の設計用値を適切に設定できることが設計者に欠かせない能力である。基準類
により，また材料により設計値が異なることを理解し，適切な設計方法を習得しよう。

1 .1　設計法の種類・特徴

　規準化され，広く用いられているコンクリート構造物の設計法として，つぎの三つが挙げられ

る。

　① 許容応力度設計法

　② 終局強度設計法

　③ 限界状態設計法

　許容応力度設計法は，材料の応力-ひずみ関係がコンクリートと鋼材のいずれにおいても直線で

あるとする弾性理論に基づいている。本来，コンクリートは弾塑性材料であるが，正確にそれを反

映し，圧縮側コンクリートの応力分布を放物線で表して計算を行うとすれば，計算は非常に繁雑と

なる。そこで，実務を考慮した，いわゆる，割切りで，コンクリートおよび鉄筋を弾性体と仮定す

る。許容応力度設計法では，日常の使用状態を念頭に置き，想定荷重によって断面内に発生する応

力を材料強度（厳密には「材料強度の特性値」とする。以降，容易な理解のために両者を使い分け

ている）よりも十分小さく抑えることで，構造物の安全性を確保する。具体的には，コンクリート

および鉄筋に生じる圧縮応力あるいは引張応力を弾性理論によってそれぞれ計算し，材料強度を安

全係数で除した形の許容応力度よりも小さいことを確かめる。なお，材料強度は，コンクリートの

場合には設計基準強度，鉄筋の場合には降伏点（降伏強度）と考えればよい。

　終局強度設計法では，コンクリートおよび鉄筋の塑性を考慮した材料強度を用いる。構造物の設

設計法の概要1．
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2　　　1.　設 計 法 の 概 要　

計において，破壊時における安全性を確認することは重要である。想定される荷重に安全係数を乗

じて求めた設計荷重の値を用い，部材に作用する曲げモーメントやせん断力などを計算して，それ

が材料強度をもとに計算した断面耐力（抵抗曲げモーメント，せん断耐力）より小さいことを確か

める。

　限界状態設計法では，安全性や使用性において検討すべき限界状態を適宜，照査する。上記のよ

うに，許容応力度設計法では常時の作用応力をもとに，また終局強度設計法では終局耐力をもと

に，それぞれの安全性を検討しており，安全率は前者の場合は許容応力度において，後者の場合は

荷重の設計値において考慮されている。これに対し，限界状態設計法においては，① 材料強度の

ばらつき，② 荷重のばらつき，③ 構造解析の不確実性，④ 部材寸法のばらつき，⑤ 構造物の重

要度や限界状態に達したときの社会的影響 を考慮した五つの安全係数を設定し，これらに安全率

を分散した形となっている。

　許容応力度設計法，終局強度設計法，限界状態設計法における，安全率の拠り所を表 1 .1にまと

める。

1 .2　おもだった規準類の設計法

　社会基盤施設として，道路，鉄道，港湾，河川，空港，ダム，上下水道，等々さまざまな種類の

構造物が構築されている。具体的な構造物としては，橋梁，トンネル，擁壁，カルバート，桟橋，

堤防，水門，ダム堤体，地下タンク，浄水場配水池など，いろいろ挙げられる。

　発注機関により，さまざまな設計規準が制定されている。日頃，比較的多く目にする規準を挙げ

ると，土木学会コンクリート標準示方書，鉄道構造物等設計標準・同解説，道路橋示方書，道路土

工指針などがある。

表 1 .1　各設計法における材料特性ならびに荷重条件の特徴

設計法 材料特性（設計強度） 荷重条件 備　考

許容応力度
設計法

コンクリート：弾性域
（設計基準強度÷安全係数）
鉄筋：弾性域
（降伏点÷安全係数）

想定荷重

　材料強度を安全係数で除した許容
応力度をもとに検討する。
　常時あるいは地震時の検討で許容
応力度および想定荷重を変える。

終局強度
設計法

コンクリート：塑性域
（設計基準強度）
鉄筋：塑性域
（降伏点）

想定荷重×安全係数 　想定荷重に安全係数を乗じた設計
荷重をもとに検討する。

限界状態
設計法

コンクリート：
［使用限界状態］弾性域
［終局限界状態］塑性域
（設計基準強度÷材料係数）
鉄筋：
［使用限界状態］弾性域
［終局限界状態］塑性域
（降伏点÷材料係数）

想定荷重×荷重係数

　材料強度，荷重，構造解析，部材
寸法，重要度の 5項目に細分化した
安全係数をもとに検討する。
　使用限界状態の材料特性は許容応
力度設計法と同じ考え方で，終局限
界状態の材料特性は終局強度設計法
と同じ考え方で定められている。
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　1.3　強度の設計用値（設計強度）　　　3

　これらのうち，コンクリート標準示方書と鉄道構造物等設計標準・同解説は限界状態設計法を採

用している。限界状態設計法により合理的かつ経済的な構造設計が実現できると考えられ，将来的

にはより広く普及していくべきであるが，安全係数の増加等による煩
はん

雑
ざつ

さや従来からの許容応力度

設計法からの切り替えのタイミングなどが課題となっている。なお，煩雑さに関する懸念は，結

局，慣れれば大して問題にならないともいえる。

　一方，道路橋示方書，道路土工指針，ほか多くの規準が，許容応力度設計法に従う。許容応力度

設計法は，材料特性が弾性域にあることを前提としており，力学的理解がしやすく，設計がシンプ

ルである。この特徴は，多くの設計技術者が比較的容易に設計手法を理解し，間違いなく社会基盤

施設を設計するというねらいに合致するものである。

　なお，各設計法の細部においては相違する部分もあるが，安全性等を確保するという目的や設計

の大まかな流れは変わらない。結局，安全率をどのように考慮するかである。

　以上のことから，2章以降では，許容応力度設計法をもとにした道路橋示方書，道路土工-擁壁

工指針および道路土工-カルバート工指針による構造計算例および構造細目等を紹介している。現

状において利用する機会の多い許容応力度設計法を十分習得していれば，限界状態設計法での設計

にも柔軟に対応することができる。

1 .3　強度の設計用値（設計強度）

1 .3 .1　コンクリート

　構造計算において用いる，コンクリート強度の設計用値は，強度の特性値を必要により低減して

求める。各設計法において想定しているコンクリート応力の領域を図 1 .1に示す。

　許容応力度設計法では，強度の特性値（設計基準強度）を安全係数で除した形の許容応力度を用

いる。

11

33

22

44

55終局強度設計法，限界状態設
計法（終局限界）の対象領域

許容応力度設計法，限界状態設
計法（使用限界）の対象領域

0 .0020 ’fcu

’fc

’

vck，k1vckまたは
k1 fcd（注）

’
応
力
v
c

（注） 　許容応力度設計法では vck，終局強度設計法では k1vck，限界状態設計法で
は k1 f'cdを用いる

図 1 .1　コンクリートの応力-ひずみ関係
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4　　　1.　設 計 法 の 概 要　

　終局強度設計法では，強度の特性値をそのまま設計用値として用いる。

　限界状態設計法（終局限界状態）では，強度の特性値（設計基準強度）f'ckを材料係数 cm（コン

クリートを対象とするので ccを用いる）で除して求めた値を設計圧縮強度の設計用値 f'cdとして用

いる。一方，限界状態設計法（使用限界状態）では，コンクリートの圧縮強度の特性値の 40％を

永久荷重における制限値と定めている。また，その他の設計に用いる引張強度，付着強度，支圧強

度および曲げひび割れ強度についても，それぞれに対して定められている式で算定した特性値を，

コンクリートの材料係数 ccで除して求める。

　なお，終局強度設計法ならびに限界状態設計法（終局限界状態）において，設計用値に係数 k1
を乗じている。k1 は，おもに円柱供試体による圧縮強度と実部材中の圧縮強度の差を考慮した係

数である。

1 .3 .2　鉄筋および PC鋼材

　各設計法において想定している鉄筋応力の領域を図 1 .2に示す。

　許容応力度設計法では，設計用値として許容応力度を用いる。

　終局強度設計法では，降伏強度を用いる。

　限界状態設計法では，特性値である降伏点を鉄筋の材料係数 csで除して求める。なお，使用性

に関する限界状態ならびに断面破壊の限界状態の検討に用いる PC（prestressed concrete：プレス

トレストコンクリート）鋼材の引張降伏強度の設計値 fydおよび引張強度の設計値 fudは，それぞ

れ JIS規格値の 0.2％耐力の下限値および引張強度の下限値を材料係数 csで除して求める。

1 .4　許容応力度設計法

1 .4 .1　土木学会コンクリート標準示方書

　コンクリート標準示方書の許容応力度設計法について紹介する。ただし，コンクリート標準示方

書は 1986（昭和 61）年版改訂において限界状態設計法に移行し，1996（平成 8）年版までは併記，

終局強度設計法，限界状態設
計法（終局限界）の対象領域

0 ひずみ fs

vsyまたは fyd（注）

応
力
v
s

限界状態設計法（使用限界）
の対象領域

許容応力度設計法の
対象領域

（注） 　許容応力度設計法および終局強度設計法では vsy，限界状態設計法では
fydを用いる。

図 1 .2　鉄筋の応力-ひずみ関係コ
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　1.4　許容応力度設計法　　　5

2002（平成 14）年版では付録として掲載されてきたが，2007（平成 19）年版以降では付録への掲

載を取りやめている。そのため，コンクリート標準示方書をもととする場合には 1996 年版または

2002 年版・付録を参考にする必要がある。以下，本章では，それぞれ適用した示方書をつぎのよ

うに表示する（2001 年制定版から制定年は西暦表示になっている）。

　  平成 8（1996）年制定 コンクリート標準示方書［設計編］　→　平成 8コ示1）†

　  2007 年制定 コンクリート標準示方書［設計編］　　　　 　→　2007 コ示2）

　〔 1〕　許容応力度　　許容応力度設計法は，荷重作用時にコンクリートおよび鉄筋に発生する応

力が，材料強度に対し安全率を考慮して定めた許容応力度以下となるよう設計するものである。な

お，許容応力度は弾性域にあるため，計算式が容易に誘導でき，理解しやすい。

　（ a）　コンクリート　　平成 8コ示におけるコンクリートの許容曲げ圧縮応力度，許容せん断

応力度，許容付着応力度を，それぞれ表 1 .2～表 1 .4に示す。

　許容曲げ圧縮応力度は，設計基準強度の約 1/3 の値が設定されているが，これが作用荷重に対

して約 3倍の安全率を有しているものではないことに注意しなければならない。

　許容せん断応力度として，xa1 と xa2 の 2 種類が設定されている。xa2 は常時作用する荷重で斜め

ひび割れが生じないようにするための上限値であり，xa1 はコンクリートにより十分な余裕を持っ

て斜めひび割れの発生に抵抗できる値である。

†　片付き番号は，章末の引用・参考文献の番号を表す。

11

33

22

44

55

表 1 .2　許容曲げ圧縮応力度 vca'〔N/mm2〕（平成 8コ示）

項　目
設計基準強度 f'ck〔N/mm2〕
18 24 30 40

許容曲げ圧縮応力度 7 9 11 14

表 1 .3　許容せん断応力度 xa〔N/mm2〕（平成 8コ示）

項　目
設計基準強度 f'ck〔N/mm2〕

18 24 30 40 以上

斜め引張鉄筋の計算を
しない場合 xa1

はりの場合 0.4（0 .25） 0 .45（0 .3） 0 .5（0 .35） 0 .55（0 .4）
スラブの場合※1 0 .8（0 .5） 0 .9（0 .6） 1 .0（0 .7） 1 .1（0 .75）

斜め引張鉄筋の計算を
する場合 xa2

せん断力のみの
場合※2 1 .8（1 .2） 2 .0（1 .4） 2 .2（1 .6） 2 .4（1 .7）

　※ 1　押抜きせん断に対する値
　※ 2　ねじりの影響を考慮する場合には，この値を割り増してよい。
　（注）　括弧内は軽量骨材コンクリートの値。

表 1 .4　許容付着応力度 xoa〔N/mm2〕（平成 8コ示）

鉄筋の種類
設計基準強度 f'ck〔N/mm2〕

18 24 30 40 以上
普通丸鋼 0.7（0 .45） 0 .8（0 .55） 0 .9（0 .65） 1 .0（0 .7）
異形鉄筋 1.4（0 .9） 1 .6（1 .1） 1 .8（1 .3） 2 .0（1 .4）

　（注）　括弧内は軽量骨材コンクリートの値。
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6　　　1.　設 計 法 の 概 要　

　許容付着応力度は，鉄筋とコンクリートが一体となって挙動できるようにするためのもので，コ

ンクリート強度のほか，鉄筋の種類も考慮して設定される。

　許容応力度に関する詳細については，適宜，関連する図書1），3）を参照されたい。

　（ b）　鉄　　　筋　　平成 8コ示における鉄筋の許容引張応力度を表 1 .5に示す。JIS G 3112 に

適合する鉄筋の許容引張応力度を，以下の ① ～ ③ のように定める。なお，許容圧縮応力度の値

は以下の ③ としてよい。

　①  ひび割れの影響を考慮する一般の構造物の場合，表中（ a）欄の値とする。なお，鉄筋の腐

食などの原因となる有害な曲げひび割れの発生を防止するため，引張強度の高い鉄筋（SR 

295，SD 390）においては（ c）欄の値と相違したものを用いる。

　②  繰返し荷重の影響が顕著な道路橋スラブや鉄道橋主桁などの構造物の場合，（ b）欄の値と

する。

　③  ひび割れによる影響を考慮しなくてよい地震時などの場合，（ c）欄の値とする。また，許容

引張応力度を大きく設定するのが安全側の評価となるような，重ね継手の重ね合わせ長さや鉄

筋の定着長を算出する場合にもこの値を用いる。

　〔 2〕　許容応力度の割増し　　地震や温度変化などを考慮する場合，コンクリートおよび鉄筋の

許容応力度を以下のように割り増してよい。

　① 地震の影響を考える場合，1.5 倍まで高めてよい。

　② 温度変化および収縮を考える場合，1.15 倍まで高めてよい。

　③ 温度変化，収縮および地震の影響を考える場合，1.65 倍まで高めてよい。

　④  一時的な荷重または，きわめてまれな荷重を考える場合には，1.4 .1〔 1 〕〔 a〕に示したコ

ンクリートに対する許容応力度の 2倍，および 1.4 .1〔 1 〕〔 b〕に示した鉄筋に対する許容

応力度の 1.65 倍まで高めてよい。

　なお，道路橋示方書では，各種荷重の組合せを考慮して割増し係数を定めており，1.4 .2〔 1 〕

および〔 2〕をもとに適切に定める必要がある。

1 .4 .2　道路橋示方書

　道路橋示方書は平成 24（2012）年に改訂され，許容応力度設計法をもとにしている。道路橋示

方書は，「Ⅰ 共通編」「Ⅱ 鋼橋編」「Ⅲ コンクリート橋編」「Ⅳ 下部構造編」「Ⅴ 耐震設計編」か

ら成っている。本書では，「Ⅲ コンクリート橋編」の中の特徴的な項目について紹介する。なお，

表 1 .5　鉄筋の許容引張応力度 vsa〔N/mm2〕（平成 8コ示）

鉄筋の種類 SR 235 SR 295 SD 295　A
SD 295　B SD 345 SD 390

（ a）　一般の場合 137 157（147） 176 196 206
（ b）　疲労強度より定まる場合 137 157（147） 157 176 176
（ c）　降伏強度より定まる場合 137 176 176 196 216
　（注）　括弧内は軽量骨材コンクリートの値。
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